戦略的技術開発体制推進事業　事業実施計画書
Ⅰ　事業実施主体
	事業実施主体名
	

	代表者名

	

	共同提案者
（組織・団体等名）（注）
	

	事業実施担当者（事務局担当者）連絡先

	フ　リ　ガ　ナ
氏　　　　　名
所　属　部　署
職　　　　　名
所属先住所等
〒 ・ 住　　所
Ｔ　　Ｅ　　Ｌ
Ｆ　　Ａ　　Ｘ
メールアドレス
	〒

	事業会計担当者連絡先

	フ　リ　ガ　ナ
氏　　　　　名
所　属　部　署
職　　　　　名
所属先住所等
〒 ・ 住　　所
Ｔ　　Ｅ　　Ｌ
Ｆ　　Ａ　　Ｘ
メールアドレス
	〒


	
	
	


　（注）共同提案方式で事業を実施する場合に記載する。
Ⅱ　事業実施期間
	事業実施期間
	平成　年　月～平成　年　月


（注）全体の事業実施期間を記載する。
Ⅲ　事業実施体制
	（注）形成事業の業務実施体制について、事業管理体制を記載するとともに、①～③のそれぞれの業務について、業務実施体制や役割分担を記載する。業務の一部を委託する場合は、委託先及び担当者、役割も含めて記載すること。（体制図での記載も可）
1 事業管理体制
2 研究ネットワーク形成への理解醸成（セミナーの開催等による事業の周知）
3 研究ネットワーク形成を支援する取組


Ⅳ　事業責任者・業務統括者のマネジメント実績
（注）Ⅲの①～③それぞれの業務の責任者のこれまでの類似業務でのマネジメント（業務管理）実績を記載する。
	1 事業責任者の類似業務でのマネジメント実績
	

	2 研究ネットワーク形成への理解醸成業務統括者の類似業務でのマネジメント実績
	

	3 研究ネットワーク形成支援業務統括者の類似業務でのマネジメント実績
	


Ⅴ　事業の概要等
	１　事業の業務概要

	（注）戦略的技術開発体制の推進のために行う研究ネットワーク形成への理解醸成やネットワーク形成の機運を高める取組、ネットワーク形成を支援する取組のそれぞれの方針や概要について、配慮すべき事項、工夫等も含めて記載する。

	２　業務スケジュールの概要

	（注）１ヶ月毎の業務スケジュールを記載する。
月
１１月
１２月
１月
２月
３月
業務内容


	３　形成事業を行うにあたっての数値目標

	（注）本事業を行うにあたっての目標を具体的な数値を含めて記載する。


Ⅵ　セミナー等の具体的な構想（場所、回数、対象、参集予定人数、講演者、講演予定内容）
	（注）想定するセミナー等の具体的な構想を記載する。周知対象とその参加を促す工夫やセミナーにおいてネットワーク形成を促す工夫、既に予定している具体的な講演候補者がいる場合、その候補者名を講演予定内容とともに記載する。


	


Ⅶ　ネットワーク支援の具体的な構想
	（注）研究ネットワークを形成するにあたり重視する点を記載した上で、ネットワーク形成主体がその運営を円滑に進めるための支援をどのように行うか、想定するネットワーク形成に当たっての工夫を記載する。


	


Ⅷ　全体事業費の見込み（四半期別）
	時期
	主な取組事項
	事業費
	備考

	事業開始～

平成28年12月
	
	円
	

	小計
	
	
	

	平成29年１月～

平成29年３月
	
	円
	

	小計
	
	
	

	合計
	
	
	


Ⅸ　取組に要する要望額及び内訳

（１）要望額全体内訳（単位：千円）

	内　訳　項　目
	要　望　額
	備　　　考

	1 直接経費
	
	

	　ア　備品費
	
	（２）に詳細を記載。

	　イ　事業費
	
	（３）に詳細を記載。

	　ウ　委員旅費
	
	（４）に詳細を記載。

	エ　研究ネットワーク形成推進活動旅費
	
	（５）に詳細を記載。

	　オ　謝金
	
	（６）に詳細を記載。

	　カ　委託費
	
	（７）に詳細を記載。

	　キ　人件費
	
	（８）に詳細を記載。

	　ク　役務費
	
	

	2 消費税等相当額

※１）
	
	

	合　　　計
	
	


※１）　消費税等相当額は、消費税課税事業者のみ消費税相当額を計上し、直接経費のうち非課税取引・免税取引に係る８％に相当する額を計上してください。具体的には、「オ．謝金」及び「キ．人件費」の８％に相当する額を計上してください。また、「オ．謝金」及び「キ．人件費」以外に非課税・不課税・免税取引を予定する場合は、把握できる範囲で計上してください。

なお、地方公共団体・免税事業者の非課税団体等については計上できません。要望額欄には－を記載してください。

（２）備品費の内訳（単位：円）

	備品名

（メーカー名・規格等を併記）
	数量

（単位）
	単価
	金額
	使用目的及び

必要性
	設置部署

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「ア　備品費」欄に計上した要望費の内訳を記載してください。

※２）　事業において行う会議開催等に係る備品で、原形のまま比較的長期の反復使用に堪え得るもののうち、取得価格が１０万円以上の物品とします。ただし、レンタル等で経費を抑えられる場合は、可能な限りレンタル等で対応してください。

※３）　計上していない備品の購入は原則、認められません。

※４）　汎用性の高い備品（パソコン、フリーザー等）は、原則、計上できません。
※３）　必要に応じ、行を追加して記載すること。
（３）事業費の内訳（単位：円）

	件名
	数量

（単位）
	単価
	金額
	目的及び

必要性
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「イ　事業費」欄に計上した要望額の内訳を記載してください。

※２）　事業において行う会議の開催等に必要なもののうち、原形のまま比較的長期の反復使用に堪え得るもののうち、取得価格が１０万円以上の物品とします。ただし、レンタル等で経費を抑えられる場合は、可能な限りレンタル等で対応してください。
※３）　必要に応じ、行を追加して記載すること。

（４）委員旅費の内訳（単位：円）

	委員等級
	移動範囲
	泊日数
	単価
	金額
	目的及び必要性

	
	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「ウ　委員旅費」欄に計上した要望額の内訳を記載してください。

※２）　事業を実施するために直接必要な会議の出席、研究ネットワーク形成に対する支援等を行うための旅費として、依頼した専門家に支払う旅費を計上してください。事業実施主体（共同提案者含む）に対する旅費は認められません。

※３）　必要に応じ、行を追加して記載すること。

（５）研究ネットワーク形成推進活動旅費の内訳（単位：円）

	職員役職
	移動範囲
	泊日数
	単価
	金額
	目的及び必要性

	
	
	
	
	
	

	　
	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「エ　研究ネットワーク形成推進活動旅費」欄に計上した要望額の内訳を記載してください。

※２）　事業を実施するために直接必要な事業実施主体が行う研究ネットワークの形成に対する支援等に必要な旅費を計上してください。事業実施主体（共同提案者含む）以外の者に対する旅費は認められません。

※３）　必要に応じ、行を追加して記載すること。

（６）謝金の内訳（単位：円）
	委員等級
	単価
	人・回
	金額
	目的及び必要性

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「オ　謝金」欄に計上した要望額の内訳を記載してください。

※２）　事業を実施するために直接必要な資料整理、補助、専門的知識の提供、資料の収集等について協力を得た人に対する謝礼に必要な旅費を計上してください。事業実施主体（共同提案者含む）に対する謝金は認められません。
※３）　謝金の単価の設定根拠となる資料を添付すること。

※４）　必要に応じ、行を追加して記載すること。

（７）委託費の内訳（単位：円）

	件名
	数量

（単位）
	単価
	金額
	目的及び

必要性
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「カ　委託費」欄に計上した要望額の内訳を記載してください
※２）　必要に応じ、行を追加して記載すること。

（８）人件費の内訳（単位：円）

	雇用形態
	単価
（日当）
	日・人
	金額
	目的及び

必要性
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※１）　（１）要望額全体内訳の「キ　人件費」欄に計上した要望額の内訳を記載してください。
※２）　国又は地方公共団体の交付金等で常勤職員の人件費を負担している法人（地方公共団体含む。）については、常勤職員の人件費は計上できません。
※３）　必要に応じ、行を追加して記載すること。
Ⅹ　添付資料一覧
以下の資料を添付する。

ア　設立趣意書、定款、寄付行為、規約等
イ　申請者の活動内容の概要が分かる資料
ウ　過去３年間の事業報告（国、地方公共団体等公的機関から助成を受けた事業の実績等）
エ　過去３年間の収支決算（貸借対照表、損益計算書等）
オ　役員、職員名簿、組織図等
カ　取組を主導する代表者及び運営責任者（プロジェクトマネージャー）のこれまでの取組実績、履歴、提案内容の実施に必要なノウハウ、知見、マネジメント能力の判断に資する資料
キ　暴力団排除に関する誓約書類
ク　交付決定取り消しや指名停止措置を受けていない旨の誓約書類
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